
第 2章 原子力災害に係る対策

第1節	 原子力防災体制について

1－1　平時の原子力防災体制
原子力災害対策に係る施策は、万が一の被害が甚大かつ広範囲にわたるため、政府全体が一体的に

取り組み、これを推進することが必要である。このため、平時から政府全体の原子力防災対策を推進
するための機関として、内閣に「原子力防災会議」が設置されている。
同会議の主な役割は、内閣府をはじめとする関係省庁と関係地方公共団体の参加の下、実効性を確

認した地域の緊急時対応について、国の責任の下了承することである。この原子力防災会議の議長に
は内閣総理大臣、副議長には内閣官房長官、環境大臣、内閣府特命担当大臣（原子力防災）及び原子
力規制委員会委員長等を、議員には全ての国務大臣及び内閣危機管理監等を充てている（図表1-1-
1）。

1－2　緊急時の原子力防災体制
万が一大量の放射性物質等の放出により原子力緊急事態が発生した場合は、「原子力災害対策本部」

が設置される。同本部の主な役割は、実際の現場や被害の状況を把握し、その状況に即した緊急事態
応急対策等を的確かつ迅速に実施するため、国の関係機関や地方公共団体等との総合調整等を行うこ
とである。また、同本部の本部長には内閣総理大臣、副本部長には、内閣官房長官、環境大臣、内閣
府特命担当大臣（原子力防災）及び原子力規制委員会委員長等を、本部員には全ての国務大臣及び内
閣危機管理監等を充てている（図表1-1-1）。
同本部における役割分担については、技術的・専門的事項の判断は、原子力規制委員会が一義的に

担い、原子力施設への対応に必要な機材調達や施設外（オフサイト）対応全般は、本部長（内閣総理
大臣）指示に基づき、関係省庁が対応することとなっている。同本部の事務局は、平成26 年10 月
14 日に発足した内閣府政策統括官（原子力防災担当）が担っている。
また、複合災害時に関しては、平成27年7月に防災基本計画を修正し、自然災害に対応する「緊

急災害対策本部」と原子力災害に対応する「原子力災害対策本部」の両本部が一元的に情報収集、意
思決定、指示・調整を行うことができる連携体制を整えることとし、複合災害発生時の体制を強化し
ている（図表1-2-1、図表1-2-2）。
また、平成29年9月3日、4日に実施した「平成29年度原子力総合防災訓練」においては、地

震、波浪及び原子力災害の複合災害を想定し、これらの事態の進展に応じた住民避難等に係る意思決
定や実動の訓練を実施した。
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図表1-1-1 平時・緊急時における原子力防災体制

平
時

緊
急
時

原子力防災会議

○原子力災害対策指針に基づく施策の実施の推進等、原子力防災に関する平時の総合調整
○事故後の長期にわたる取組の総合調整

【会議の構成】
議長： 内閣総理大臣
副議長： 内閣官房長官、環境大臣、

内閣府特命担当大臣（原子力防災）
原子力規制委員会委員長 等

議員： 全ての国務大臣、内閣府副大臣・政務官、内閣危機管理監等

【事務局体制】
事務局長：環境大臣
事務局次長： 内閣府政策統括官（原子力防災担当）

水・大気環境局長

原子力災害対策本部

○原子力緊急事態に係る緊急事態応急対策・原子力災害事後対策の総合調整

【会議の構成】
本部長： 内閣総理大臣
副本部長： 内閣官房長官、環境大臣、

内閣府特命担当大臣（原子力防災）、
原子力規制委員会委員長 等

本部員： 全ての国務大臣、内閣危機管理監
その他内閣総理大臣が任命する者：内閣府副大臣・政務官等

（注１）原子力防災を担当する内閣府副大臣若しくは大臣政務官（環境副大臣・政務官が併任）が現地対策本部長となる。
（注２）必要に応じ原子力防災担当以外の環境副大臣・政務官も任命

※原子力緊急事態宣言をしたときに臨時に設置

※常設

平時・緊急時における原子力防災体制

（原子力基本法 第三条の三）

（原子力災害対策特別措置法 第十六条）

【事務局体制】
事務局長： 内閣府政策統括官 （原子力防災担当）
事務局長代理：原子力規制庁次長、内閣府大臣官房審議官（原子力防災担当）
事務局次長： 内閣官房危機管理審議官、内閣府大臣官房審議官（防災担当）

出典：内閣府資料

図表1-2-1 原子力緊急事態時の危機管理体制

原子力事業所

（ﾌﾟﾗﾝﾄの事故収束）
原子力発電所外
（住民の防護）

≪合同対策協議会≫

≪オフサイト対応≫

事業者の
監督・支援等

原子力事業所
災害対策
支援拠点
例． ｳﾞｨﾚｯｼﾞ

自衛隊等

原子力施設
事態即応ｾﾝﾀｰ
原子力事業者本店）

規制庁職員

【 現地 】

現地対策本部
（オフサイトセンター）

本部長：内閣府副大臣
（又は大臣政務官）

内閣府大臣官房審議官等

関係府省

自治体
調整

住民の避難指示・支援等

連携

調整

連携

調整
・連携

原子力災害対策本部
本部長 内閣総理大臣
副本部長 官房長官、環境大臣、内閣府特命担当大臣（原子

力防災担当）、規制委員会委員長 等
本部員 全ての国務大臣、内閣府副大臣・政務官、内閣危機管理監等

原災本部事務局 官邸ﾁｰﾑ

原災本部事務局 ＥＲＣチーム

規制庁審議官
内閣府・規制庁等主要職員 等

※必要に応じ、状
況報告

内閣府政策統括官（事務局長）、
内閣府・規制庁等主要職員 等

原子力規制委員会

専門的・技
術的知見

≪オンサイト対応≫

【中央】 ≪官邸≫

≪規制庁内ＥＲＣ≫

原子力緊急事態時の危機管理体制

出典：内閣府資料
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図表1-2-2 大規模複合災害時の両本部の対応イメージ（対応の方向性）図表１－２－２ 大規模複合災害時の両本部の対応イメージ 対応の方向性

 

出典：内閣府資料

 

情報収集の一元化

本部
会議

原子力災害対策本部 緊急災害対策本部

事務局
（現地組織
含む）

意思決定の一元化

• 両本部による合同会議の開催

原子力規制庁 等

• 原発事故の鎮圧
• 放射線モニタリング
• 原発周辺住民への避難等に関

する調整

• 地震等による被災状況の
把握

• 被災者の救助
• 避難住民への支援

内閣府庁舎等

指示・調整の一元化

• 相互にリエゾンの派遣。

• 情報共有ネットワーク
の相互導入

現場
活動

• 両本部から実動組織等への指示・調整の一元化
• 救助・救難活動や被災者支援の一元化

大規模複合災害時の両本部の対応イメージ（対応の方向性）

出典：内閣府資料

第2節	 原子力規制委員会における原子力災害対策
東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、原子力規制行政に対する信頼の確保に向けた

取組を継続的に行っていくことが極めて重要である。
原子力規制委員会は、原子力に対する確かな規制を通じて、人と環境を守るという使命を果たすた

め、「独立した意思決定」、「実効ある行動」、「透明で開かれた組織」、「向上心と責任感」及び「緊急
時即応」を組織理念として、様々な政策課題に取り組んでいる。

2－1　原子力災害対策に係る取組
原子力規制委員会では、最新の国際的知見を積極的に取り入れる等、防災計画の立案に使用する判

断基準等が常に最適なものになるよう原子力災害対策指針の充実を図っており、平成29年3月22日
には核燃料施設等に係る原子力災害対策を盛り込んだ指針を改正した。この指針改正に伴い、原子力
事業者防災業務計画の作成・修正に際し協議が必要となる関係周辺都道府県知事の要件に関して、原
子力災害対策特別措置法施行令を同年7月7日に改正（公布・施行）するとともに、当該改正の規定
に基づき、対象となる都道府県を指定する告示を制定した。
また、実用発電用原子炉施設の緊急時活動レベル（以下「EAL」という。）の見直し及び核燃料

施設等のEALの設定について、「緊急時活動レベルの見直し等への対応に係る会合」を3回開催し
て検討した。これを踏まえて平成29年7月5日に原子力災害対策指針と、併せて関係規則等を改正
し、同年8月1日に公布、同年10月30日に施行した。（参照：http://www.nsr.go.jp/disclosure/
committee/kisei/00000250.html）
原子力災害時における医療体制については、原子力災害拠点病院の指定促進の支援等、原子力災害

時における医療体制の着実な整備を進めている。
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2－2　緊急時対応への取組
原子力規制委員会としての危機管理に係る取組として、原子力災害対策指針等の改正結果を踏まえ

て、原子力規制委員会防災業務計画及び初動対応マニュアルを修正するとともに、原子力災害対策マ
ニュアルの修正に協力し、原子力規制委員会が行う緊急時対応の円滑かつ的確な実施のための基盤整
備に努めた。
また、平成28年度に引き続き、原子力規制委員会は原子力事業者防災訓練に参加し、原子力規制

庁緊急時対応センター（ERC）と原子力施設事態即応センターとの間のより円滑な情報共有の在り
方を追求するなど、緊急時対応能力の向上に向けて改善を図った。
加えて、平成29年度原子力事業者防災訓練報告会において、原子力事業者防災訓練の評価結果を

踏まえ、情報共有やシナリオの難度及び多様化については継続して改善が必要であると評価するとと
もに、平成29年度から核燃料施設等についても実用発電用原子炉施設と同様の評価を試行的に実施
することとした。また、事故の状況に応じた臨機の対応能力の向上のため、発電所の緊急時対策所等
の指揮者の判断能力や現場の対応能力の向上につながる訓練のシナリオの作成、これに基づく訓練の
実施、評価及び改善に向けて検討を開始し、試行的な訓練を実施した。

2－3　緊急時モニタリングに係る取組
原子力規制委員会は、原子力災害対策指針に基づく実効性のある緊急時モニタリングを行うため、

緊急時モニタリングセンターに必要な資機材を、平成28年度までに、全ての原子力施設立地地域に
整備した。また、原子力災害時に緊急時モニタリングセンターが確実に機能するよう、平成29年度
においても必要な維持管理を行った。
さらに、原子力規制事務所における放射線モニタリング担当職員の増員等により、緊急時モニタリ

ング体制の充実・強化を図っている。

2－4　事故・故障等
「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」では原子力事業者等に対し、「放射性同
位元素等による放射線障害の防止に関する法律」では許可届出使用者等に対し、発生した事故・故障
等について原子力規制委員会に報告することを義務付けており、平成29年度に受けた報告は、原子
力事業者等から5件、許可届出使用者等から2件である。

第3節	 地域の原子力防災体制の充実・強化

3－1　地域防災計画・避難計画の策定と支援
地方公共団体は、災害対策基本法に基づき地域防災計画（原子力災害対策編）（以下、「地域防災計

画」という。）を作成し、都道府県及び市町村が原子力災害対応においてとるべき基本的な対応を定
めることとなっている。
現在、防災基本計画及び原子力災害対策指針に基づき、原子力発電所から概ね30km圏内の関係

地方公共団体により地域防災計画が策定されている（図表3-1-1）。地域防災計画は、内容の具体
性や実効性が重要であり、避難計画や要配慮者対策の具体化等を進めるに当たって、自治体のみでは
解決が困難な対策について、国が積極的に支援することとしている。
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図表3-1-1 地域防災計画・避難計画の策定状況（平成30年3月31日現在）

対象市町村
地域防災計画

策定数
避難計画
策定数

備考

泊地域

東通地域

女川地域

福島地域
平成 年 月、福島県が「福島県原子力災害広域避難計画」を改
定。

柏崎刈羽地域

東海地域
平成 年 月、茨城県が「原子力災害に備えた茨城県広域避難計
画」を策定。

浜岡地域
平成 年 月、静岡県が「浜岡地域原子力災害広域避難計画」を改
定。

志賀地域

福井エリア

島根地域

伊方地域

玄海地域

川内地域

地域計

注：＊ 福島地域は、特定原子力施設である東京電力福島第一原子力発電所があり、同発電所の周辺地域等が避難指示区域に設定されている事情に留意
する必要がある。

＊ 

出典：内閣府資料

内閣府は、「地域防災計画の充実に向けた今後の対応」（平成25年9月原子力防災会議決定）に基
づき、道府県や市町村が作成する地域防災計画及び避難計画の具体化・充実化を支援するため、平成
27年3月、原子力発電所の所在する地域ごとに課題を解決するためのワーキングチームとして「地
域原子力防災協議会」（以下、「協議会」という。）を設置し、その下に作業部会を置いた。各地域の
作業部会では、避難計画の策定支援や広域調整、国の実動組織の支援等について検討し、国と関係地
方公共団体が一体となって地域防災計画及び避難計画の具体化・充実化に取り組んでいる（図表
3-1-2）。
地域防災計画及び避難計画の具体化・充実化が図られた地域については、避難計画を含む緊急時対
応をとりまとめ、協議会において、それが原子力災害対策指針等に照らし、具体的かつ合理的なもの
であることを確認している。また、内閣府は原子力防災会議の了承を求めるため、協議会における確
認結果を原子力防災会議に報告することとしている。緊急時対応の確認を行った地域については、緊
急時対応の具体化・充実化の支援及び緊急時対応の確認（Plan）に加え、協議会において確認した緊
急時対応に基づき訓練を行い（Do）、訓練結果から反省点を抽出し（Check）、その反省点を踏まえて
当該地域における緊急時対応の改善を図る（Action）というPDCAサイクルを導入し、継続的に地
域の原子力防災体制の充実・強化を図っている。
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図表3-1-2 地域防災計画・避難計画の策定と支援体制

地域原子力防災協議会＜国＞

原子力規制委員会

原子力災害対策指針

原子力災害対策に関する専門
的・技術的事項を規定

※原子力災害対策特別措置法

＜県・市町村＞
県防災会議・
市町村防災会議

地域防災計画・避難計画

原子力災害対策指針、防災
基本計画に基づき、地域の
実情に精通した関係自治体
が作成

※災害対策基本法
原子力災害対策特別措置法

地域防災計画・避難計画の策定と支援体制

 原発が立地する１３の地域
ごとに、内閣府が設置

 内閣府、規制庁を始めとし
た国の全ての関係省庁と、
計画を策定する関係自治
体等が参加

 各自治体の避難計画を含
む当該地域の「緊急時対応
」を取りまとめ、原子力災害
対策指針等に照らして具体
的かつ合理的であることを
確認

※災害対策基本法に基づく防災基本計画

中央防災会議

防災基本計画

国、自治体、電力事業者等がそ
れぞれ実施すべき事項を規定

※災害対策基本法

内閣府
（原子力防災担当）
国による自治体支援の実施
防護設備、資機材等への財政的支援

原子力防災会議
※原子力基本法

• 全閣僚と原子力規
制委員長等で構成（
議長：総理）

• 地域の避難計画を
含む「緊急時対応」
が原子力災害対策
指針等に照らして具
体的かつ合理的とな
っていることについ
て、国として了承

＜国による自治体支援の具体的内容＞
•計画策定当初から政府がきめ細かく関与し、要配慮者を含め、避難先、避難手段、避難経路等の確保
等、地域が抱える課題をともに解決するなど、国が前面に立って自治体をしっかりと支援

•緊急時に必要となる資機材等については、国の交付金等により支援
•関係する民間団体への協力要請など、全国レベルでの支援も実施
•一旦策定した計画についても、確認・支援を継続して行い、訓練の結果等も踏まえ、引き続き改善強化

報告
・
了承

事務局

支援 支援

出典：内閣府資料

各地域の緊急時対応について、平成29年度には、福井エリア地域原子力防災協議会（第3回）に
おいて「大飯地域の緊急時対応」が確認され、原子力防災会議でその確認結果が了承された（図表
3-1-3）。また、それに先立ち、同協議会（第2回）において「高浜地域の緊急時対応」が改定さ
れた。さらに、泊地域原子力防災協議会において「泊地域の緊急時対応」が、川内地域原子力防災協
議会において「川内地域の緊急時対応」が改定された（図表3-1-4）。

図表3-1-3 平成29年度原子力防災会議で緊急時対応を了承した地域の一覧

各地域の緊急時対応について、平成 年度には、福井エリア地域原子力防災協議会 第 回 にお

いて「大飯地域の緊急時対応」が確認され、原子力防災会議でその確認結果が了承された（図表３

－１－３）。また、それに先立ち、同協議会（第２回）において「高浜地域の緊急時対応」が改定さ

れた。さらに、泊地域原子力防災協議会において「泊地域の緊急時対応」が、川内地域原子力防災

協議会において「川内地域の緊急時対応」が改定された（図表３－１－４）。

図表３－１－３ 平成 年度原子力防災会議で緊急時対応を了承した地域の一覧

大飯地域

関係自治体

道府県 福井県、京都府、滋賀県、岐阜県、関西広域連合

市町村
おおい町、小浜市、高浜町、若狭町、美浜町、舞鶴市、綾部市、南丹市、

京丹波町、京都市、高島市

原子力防災会議

開催日
平成 年 月 日

地域原子力防災協議会

開催日
平成 年 月 日

大飯地域分科会

開催実績

○平成 年度

○平成 年度

○平成 年度

月 日、 月 日

月 日、 月 日、 月 日、 月 日、

月 日、 月 日、 月 日、 月 日

月 日、 月 日、 月 日、 月 日

※関係自治体は、地域原子力防災協議会の構成員及びオブザーバー

出典：内閣府資料

 
図表３－１－４ 「緊急時対応」の取りまとめ状況

出典：内閣府資料

泊地域

東通地域

女川地域

東海地域

浜岡地域

志賀地域

島根地域

川内地域

福島地域

 これまで、各地域ごとに設置された地域原子力防災協議会において、川内地域、伊方地域、高浜地域、泊地
域、玄海地域、大飯地域の「緊急時対応」を取りまとめた（６地域）。今後も、各地域の訓練結果から教訓事項
を抽出し、「緊急時対応」のさらなる充実・強化に取り組む。

 他の地域についても今後さらに自治体との連携を強化し、「緊急時対応」の取りまとめを加速していく。

柏崎刈羽地域

「緊急時対応」の取りまとめ状況

・・・「緊急時対応」が取りまとめられた地域

赤字・・・地域原子力防災協議会の開催年月
（青字）・・・原子力防災会議の開催年月

平成28年9月
（平成28年10月）
平成29年12月改定

平成27年8月（平成27年10月）
平成28年7月改定

玄海地域

平成27年12月
（平成27年12月）
平成29年10月改定

伊方地域

高浜地域 大飯地域 敦賀地域美浜地域

福井エリア

平成28年11月（平成28年12月）

平成29年10月
（平成29年10月）

平成26年9月（平成26年9月）
平成30年3月改定

出典：内閣府資料
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図表3-1-4 「緊急時対応」の取りまとめ状況

泊地域

東通地域

女川地域

東海地域

浜岡地域

志賀地域

島根地域

川内地域

福島地域

 これまで、各地域ごとに設置された地域原子力防災協議会において、川内地域、伊方地域、高浜地域、泊地
域、玄海地域、大飯地域の「緊急時対応」を取りまとめた（６地域）。今後も、各地域の訓練結果から教訓事項
を抽出し、「緊急時対応」のさらなる充実・強化に取り組む。

 他の地域についても今後さらに自治体との連携を強化し、「緊急時対応」の取りまとめを加速していく。

柏崎刈羽地域

「緊急時対応」の取りまとめ状況

・・・「緊急時対応」が取りまとめられた地域

赤字・・・地域原子力防災協議会の開催年月
（青字）・・・原子力防災会議の開催年月

平成28年9月
（平成28年10月）
平成29年12月改定

平成27年8月（平成27年10月）
平成28年7月改定

玄海地域

平成27年12月
（平成27年12月）
平成29年10月改定

伊方地域

高浜地域 大飯地域 敦賀地域美浜地域

福井エリア

平成28年11月（平成28年12月）

平成29年10月
（平成29年10月）

平成26年9月（平成26年9月）
平成30年3月改定

出典：内閣府資料

福井エリアについては、敦賀、美浜、大飯、高浜の各地域に分科会を設置し、各地域に特化して具
体的に解決すべき課題について検討することとしている。

（1）大飯地域
大飯地域については、福井エリア地域原子力防災協議会作業部会の下に大飯地域分科会を設置し、

平成28年1月から平成29年9月までの間に14回開催し、原子力災害が発生した際の緊急時におけ
る対応について検討を実施した。平成29年10月25日に開催された福井エリア地域原子力防災協議
会において「大飯地域の緊急時対応」をとりまとめた。（参照：http://www8.cao.go.jp/genshiryoku_
bousai/keikaku/02_fukui.html）
「大飯地域の緊急時対応」のポイントとしては、以下の3点が挙げられる。
①　半島部や中山間地域において、自然災害等により住民が孤立した場合は、ヘリポート適地や漁港
を活用し、空路や海路により一時移転等を実施。避難体制が整うまでは、放射線防護施設を含む屋
内退避施設にて屋内退避を実施。

②　PAZ（Precautionary Action Zone：予防的防護措置を準備する区域、発電所から概ね5㎞圏
内、人口約1千人）は、全面緊急事態で即時避難を実施。福井県内2市に加え、県内避難が出来な
い場合に備えて兵庫県内2市にも避難先を確保。無理に避難すると健康リスクが高まる要支援者の
ために放射線防護施設3施設をPAZ内に整備。

③　UPZ（Urgent Protective Action Planning Zone：緊急防護措置を準備する区域、発電所から
概ね5～30㎞圏内、人口約15万8千人）は、全面緊急事態で屋内退避を実施。緊急時モニタリン
グの結果、一定の放射線量率を超える区域は一週間程度内に一時移転等を実施。府県内14市町に
加え、府県内避難ができない場合に備えて、府県外37市町に避難先を確保。
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また、「大飯地域の緊急時対応」の策定に当たっては、平成28年8月に高浜地域を対象として、
国、関係自治体等が合同で実施した訓練での教訓事項等も踏まえて策定した。（高浜地域を対象とし
て、国、関係自治体等が合同で実施した訓練の詳細については後述の「高浜地域の緊急時対応」の主
な改定のポイントを参照。）
福井エリア地域原子力防災協議会（第3回）では、福井県、京都府及び滋賀県より、広域的訓練の

実施により継続的な充実・強化を図る旨表明され、国は、今後も同協議会を通じて支援を行う旨、警
察、消防、海上保安庁及び自衛隊の実動組織関係4省庁からは、不測の事態には、関係自治体からの
要請により、必要な支援を行う旨表明した。また、関西電力株式会社は、福祉車両の確保、避難退域
時検査の要員や機材の提供等、事業者として実施すべきことに確実に対応する旨表明した。以上によ
り、福井県、京都府、滋賀県等の関係自治体、関係府省庁等の対応が具体的であるとともに、原子力
災害対策指針等に照らし、具体的かつ合理的であることを確認した。

（2）高浜地域
高浜地域については、平成27年12月に福井エリア地域原子力防災協議会において「高浜地域の緊

急時対応」を確認し、同月に原子力防災会議においてその確認結果の報告及び了承がなされた。その
後、この緊急時対応の実効性の検証を目的として、平成28年8月に国、関係自治体等が合同で訓練
を実施した。その上で、平成29年2月にとりまとめた訓練実施成果報告書における訓練の教訓事項
等を踏まえ、緊急時対応のより一層の具体化・充実化を図るため、同年10月25日の福井エリア地域
原子力防災協議会において「高浜地域の緊急時対応」を改定した。（参照：http://www8.cao.go.jp/
genshiryoku_bousai/keikaku/02_fukui.html）
「高浜地域の緊急時対応」の主な改定のポイントとしては、以下の5点が挙げられる。
①　地震などの複合災害により家屋にて屋内退避が困難となる場合の対応に係る考え方の具体化
②　観光客等一時滞在者に対する情報伝達の方法及びタイミングの具体化（警戒事態の段階での一時
滞在者に対する帰宅の呼びかけ）

③　自然災害等により半島等が孤立した場合の、放射線防護施設以外の屋内退避施設の活用
④　UPZ内での一時移転等における福祉車両等の確保策の具体化
⑤　暴風雪や大雪時などにおける防護措置の具体化
そのほか、住民が屋内退避するための放射線防護施設の充実（5施設を新たに整備）、渋滞対策・

避難状況把握のための対策の強化（ヘリによる映像配信を活用した誘導）などについて改定した。

福井エリア地域原子力防災協議会（第2回）では、福井県、京都府及び滋賀県より「防災対策に終
わりなし」との認識の下、緊急時対応の改定を踏まえた府県の広域避難計画の修正や訓練の積み重ね
により、継続的な充実強化を図る旨表明され、国は、今後も福井エリア地域原子力防災協議会を通じ
て支援を行うとともに、警察、消防、海上保安庁及び自衛隊の実動組織関係4省庁は、不測の事態に
は、関係自治体からの要請により、必要な支援を行う旨確認した。また、関西電力株式会社は、福祉
車両の確保、避難退域時検査の要員や機材の提供等、事業者として実施すべきことに確実に対応する
旨表明した。以上により、平成28年度に、国、関係自治体等が合同で実施した訓練の教訓事項等を
踏まえ、緊急時対応のより一層の具体化・充実化を図ったものであることを確認した。

（3）泊地域
泊地域については、平成28年9月に泊地域原子力防災協議会において「泊地域の緊急時対応」を

確認し、同年10月に原子力防災会議においてその確認結果の報告及び了承がなされた。その後、こ
の緊急時対応の実効性の検証を目的として、平成28年11月及び平成29年2月に国の原子力総合防
災訓練を実施した。その上で平成29年5月にとりまとめた「原子力総合防災訓練実施成果報告書」
における訓練の教訓事項等を踏まえ、緊急時対応のより一層の具体化・充実化を図るため、同年12
月21日の泊地域原子力防災協議会において「泊地域の緊急時対応」を改定した。（参照：http://
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www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/keikaku/02_tomari.html）
「泊地域の緊急時対応」の主な改定のポイントとしては、訓練を踏まえたものとして、以下の4点
が挙げられる。
①　津波との複合災害時における防護措置の明確化（津波警報等の発表時には津波に対する避難行動
を優先）

②　地震などの複合災害により家屋にて屋内退避が困難となる場合の対応に係る考え方の具体化
③　バス避難時における避難誘導の円滑化
④　住民を安全かつ円滑に避難させるための情報共有

そのほか、UPZ内における福祉車両の確保や緊急時モニタリング体制の強化などについて改定し
た。
泊地域原子力防災協議会では、北海道より「原子力防災体制の整備に終わりはない」との認識の

下、関係町村や防災関係機関等と連携して、その充実・強化に努める旨が表明され、国は、泊地域の
緊急時の対応については、今後も泊地域原子力防災協議会を通じて、訓練の実施、その結果を踏まえ
たより一層の具体化・充実化を関係自治体と政府が一体となって行っていく旨を表明した。以上によ
り、平成28年度原子力総合防災訓練の教訓事項等を踏まえ、緊急時対応のより一層の具体化・充実
化を図ったものであることを確認した。

（4）川内地域
川内地域については、平成26年9月に川内地域ワーキングチーム（特別会合）において「川内地

域の緊急時対応」を確認し、同年9月に原子力防災会議においてその確認結果の報告及び了承がなさ
れた。その後、鹿児島県がこれまでに実施した原子力防災訓練の教訓事項等を踏まえ、緊急時対応の
より一層の具体化・充実化を図るため、平成30年3月26日の川内地域原子力防災協議会において
「川内地域の緊急時対応」を改定した。（参照：http://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/
keikaku/02_sendai.html）
「川内地域の緊急時対応」の主な改定のポイントとしては、以下の5点が挙げられる。
①　地震などの複合災害により家屋にて屋内退避が困難となる場合の対応に係る考え方の具体化
②　台風との複合災害時における防護措置の明確化（暴風警報等の発表時には無理に避難せず屋内退
避を優先）

③　観光客等一時滞在者に対する情報伝達の方法及びタイミングの具体化（警戒事態の段階での一時
滞在者に対する帰宅の呼びかけ）

④　UPZ内に位置する自治体の主な避難経路等の明確化
⑤　避難経路沿いに避難退域時検査場所候補地を明記

そのほか、避難経路の複数化や、住民が屋内退避するための放射線防護施設の充実（9施設を新た
に整備）、離島（甑島）の島外避難等防護措置の明確化などについて改定した。
川内地域原子力防災協議会では、鹿児島県より、県民の安心・安全を確保する観点から、避難計画

や防災訓練の不断の見直しを行い、引き続き関係町村や防災関係機関等と連携して、防災対策の充
実・強化に努める旨が表明された。続いて、国は、川内地域の緊急時の対応については、今後も川内
地域原子力防災協議会を通じて、訓練の実施、その結果を踏まえたより一層の具体化・充実化を関係
自治体と政府が一体となって行っていく旨を表明した。以上により、鹿児島県原子力防災訓練の教訓
事項等を踏まえ、緊急時対応のより一層の具体化・充実化を図ったものであることを確認した。
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3－2　その他の関係道府県への支援・取組
（1）ゼリー状安定ヨウ素剤の備蓄・配布

安定ヨウ素剤の丸剤は、嚥
え ん げ
下機能が発達していない乳幼児（3歳未満）には対応しておらず、緊急

時には薬剤師等が安定ヨウ素の粉末剤をシロップに溶いて服用させることになっており、事前配布等
ができないことが大きな課題であった。
平成28年3月に丸剤の製造販売業者が、有効成分（ヨウ化カリウム）を事前にゼリーに溶いた剤

形でパッケージした商品を開発したことを受け、PAZ・UPZ内の地方公共団体は国の財政支援の
下、引き続き備蓄・事前配布を行っているところである。また、平成28年度よりUPZ外住民用に
安定ヨウ素剤の備蓄を行っていたところであるが、平成29年度よりゼリー状安定ヨウ素剤の備蓄も
開始した。
本剤は乳幼児を対象に開発されたところであるが、嚥

え ん げ
下障害で丸剤を服用できない者等への対処が

課題であった。平成29年度は、小児科医等の専門家からの意見を踏まえ、本来丸剤を服用する者が、
ゼリー状安定ヨウ素剤を服用する場合の服用方法を地方公共団体に示した。

３－２ その他の関係道府県への支援・取組

（１）ゼリー状安定ヨウ素剤の備蓄・配布

安定ヨウ素剤の丸剤は、嚥下
え ん げ

機能が発達していない乳幼児（３歳未満）には対応しておら

ず、緊急時には薬剤師等が安定ヨウ素の粉末剤をシロップに溶いて服用させることになっ

ており、事前配布等ができないことが大きな課題であった。

平成 年３月に丸剤の製造販売業者が、有効成分（ヨウ化カリウム）を事前にゼリーに

溶いた剤形でパッケージした商品を開発したことを受け、ＰＡＺ・ＵＰＺ内の地方公共団体

は国の財政支援の下、引き続き備蓄・事前配布を行っているところである。また、平成

年度よりＵＰＺ外住民用に安定ヨウ素剤の備蓄を行っていたところであるが、平成 年度

よりゼリー状安定ヨウ素剤の備蓄も開始した。

本剤は乳幼児を対象に開発されたところであるが、嚥下
え ん げ

障害で丸剤を服用できない者等

への対処が課題であった。平成 年度は、小児科医等の専門家からの意見を踏まえ、本来

丸剤を服用する者が、ゼリー状安定ヨウ素剤を服用する場合の服用方法を地方公共団体に

示した。

ゼリー状安定ヨウ素剤

（２）オフサイトセンターの指定

原子力災害対策特別措置法第 条第 項に基づき、内閣総理大臣は、原子力事業所ごと

ゼリー状安定ヨウ素剤

（2）オフサイトセンターの指定
原子力災害対策特別措置法第12条第1項に基づき、内閣総理大臣は、原子力事業所ごとに、緊急

事態応急対策等拠点施設（オフサイトセンター）を指定することとなっている（図表3-2-1）。
オフサイトセンターの満たすべき要件は、原子力災害対策特別措置法に基づく緊急事態応急対策等

拠点施設等に関する内閣府令で定められているが、東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓等を踏
まえ、平成24年9月に、実用発電用原子炉に係るオフサイトセンターは、その立地場所について、
基本的に、5～30km圏内（UPZ内）とする等の改正を行っている。
また、女川地域のオフサイトセンターは、旧オフサイトセンターが東日本大震災の津波により被災

したことから、仙台市にある消防学校を暫定オフサイトセンターとして指定しているが、新たに女川
町内に建設予定地を定め、平成29年度から事業に着手している。
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図表3-2-1 全国のオフサイトセンター

福井県高浜原子力防災センター

福井県大飯原子力防災センター福井県美浜原子力防災センター

福井県敦賀原子力防災センター

愛媛県オフサイトセンター

佐賀県オフサイトセンター

島根県原子力防災センター

新潟県柏崎刈羽原子力防災センター

女川暫定オフサイトセンター
※女川町自体の津波被害からの復興が
途上のため、暫定的なオフサイト
センター（仙台市内）を使用中。

大阪府熊取オフサイトセンター

北海道原子力防災センター

石川県志賀オフサイトセンター

福井県

：実用発電用原子炉を対象（１７） ：実用発電用原子炉以外の施設を対象（６）

神奈川県川崎
オフサイトセンター

大阪府東大阪オフサイトセンター

東通村防災センター

六ヶ所オフサイトセンター

神奈川県横須賀
オフサイトセンター

静岡県オフサイトセンター鹿児島県原子力防災センター

全国のオフサイトセンター
現在、２３施設のオフサイトセンターが設置されています。

上斎原オフサイトセンター

茨城県原子力オフサイトセンター

福島県南相馬原子力災害対策センター

福島県楢葉原子力災害対策センター

出典：内閣府資料

（3）原子力災害対策の充実に向けて
平成28年3月に開催された原子力関係閣僚会議において、原子力政策に関し、地域の防災を担う

地方公共団体の声に応えるために、全国知事会からの要望に対する対応として「原子力災害対策の充
実に向けた考え方」をとりまとめた。この考え方を踏まえ、原子力災害対策の充実について、政府一
体となって対応するため、同年4月に原子力災害対策関係府省会議を開催し、同会議の下に実動部隊
の協力（第1分科会）、民間事業者の協力（第2分科会）、拡散計算も含めた情報提供の在り方（第3
分科会）の3つのテーマについて分科会を設置することを決定した。各分科会においては、関係府省
が連携・協力しつつ、地方公共団体の意見を聴きながら、専門的かつ実務的な検討を行い、そのとり
まとめ結果を平成29年7月に開催した原子力関係閣僚会議等に報告した（図表3-2-2）。
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図表3-2-2 原子力災害対策の充実化に向けた分科会の検討結果のポイント

３．情報提供の在り方２．民間事業者との
協力協定等の締結１．実動組織の協力

①各実動組織における具体的な活動
例を提示し、地域ごとの緊急時対
応にあらかじめ明記

②平常時においては、地域連絡会議
※ の場等も活用し、情報共有、意
見交換等の取り組みを推進

③原子力災害の不測の事態において
は、関係者間における議論を踏まえ
つつ、合同調整所※2の仕組みも活
用

④地域ごとに各機関の特長を活かし
て連携

全国知事会からの提言については「原子力災害対策充実に向けた考え方」（平成 年 月 日 原子力
関係閣僚会議決定）に加え、新たに以下の事項について整理を行った。

（具体的な活動例）
・警察機関 現地派遣要員の輸送車両の先導
・消防機関 避難行動要支援者の輸送の支援
・海上保安部署 巡視船艇による住民避難の支援
・自衛隊 避難の救助

※1 地域連絡会議
原子力事業所における応急対策及びその支援について
連携を図るため、各地域において、関係省庁（実動省庁
を含む。）及び原子力事業者等により構成された会議。
※ 合同調整所
各災害ごとに必要に応じて設置される、部隊間の情報共
有等を行う場。

①自治体と民間事業者の協定等に
おいて定めていくべき内容等を整
理・提示

（内容の具体例）
 業務実施に当たっての被ばく線
量の管理目安を設定することや、
被ばく線量の管理方法について
取り決めておくこと

 防護服、マスク等の資機材を自
治体側で準備するとともに、当該
資機材の配布手順や配布方法
について理解を深めていくこと

 業務の実施に要した費用や業
務の実施に伴って発生した損害は、
基本的に自治体が負担、補償す
ること

 実際に業務に携わる民間事業
者に対し、定期的な研修の機会
を提供すること

①自然災害（地震、津波、暴風雪）
による人命への直接的なリスクが極め
て高い場合等は、自然災害に対する
避難行動を、原子力災害に対する避
難行動よりも優先

②住民や民間事業者等に対し、屋内退
避の徹底に関する注意喚起を実施
することや、防災行政無線等様々な
ツールを活用し、避難情報等を住民
に提供

③拡散計算については、
 事前対策として、避難計画を充実
させるための支援内容（計算の実施、
結果の解説等）を明確化

 緊急時に、自治体が自らの判断と
責任により活用する場合の留意点を
整理

原子力災害対策の充実化に向けた分科会の検討結果のポイント

出典：内閣府資料

3－3　地方公共団体や事業者における防災訓練や研修のための取組み
（1）地方公共団体における原子力防災訓練への支援

地方公共団体は、災害対策基本法等に基づき定期的に原子力防災訓練を実施することとなってい
る。道府県が主催する訓練では、例年、道府県知事をはじめとする地方公共団体及び警察、消防、海
上保安庁、自衛隊といった国や地域の関係実動組織が参加し、住民避難や避難退域時検査について
は、一部実動訓練を取り入れた形で実施されている（図表3-3-1）。
地域原子力防災協議会においては、地域防災計画及び避難計画の具体化・充実化が図られた地域に

ついて、地域防災計画及び避難計画の具体性や実効性の検証・充実を目的として、訓練の企画・実施
や評価方法の普及、訓練を通じたPDCAサイクルの実践等、必要な支援を行っている。
また、内閣府は平成30年3月20日に、道府県が主体となる訓練の企画、実施及び評価までの訓練

全般における基本的な指針となる「原子力防災訓練の企画、実施及び評価のためのガイダンス」を策
定した。（参照：http://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/kunren/kunren.html）
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図表3-3-1 平成29年度における各地域での地方公共団体による原子力防災訓練の実施状況

３－３ 地方公共団体や事業者における防災訓練や研修のための取組み

（１）地方公共団体における原子力防災訓練への支援

地方公共団体は、災害対策基本法等に基づき定期的に原子力防災訓練を実施することとなってい

る。道府県が主催する訓練では、例年、道府県知事をはじめとする地方公共団体及び警察、消防、

海上保安庁、自衛隊といった国や地域の関係実動組織が参加し、住民避難や避難退域時検査につい

ては、一部実動訓練を取り入れた形で実施されている（図表３－３－１）。

地域原子力防災協議会においては、地域防災計画及び避難計画の具体化・充実化が図られた地域

について、地域防災計画及び避難計画の具体性や実効性の検証・充実を目的として、訓練の企画・

実施や評価方法の普及、訓練を通じた サイクルの実践等、必要な支援を行っている。

また、内閣府は平成 年３月 日に、道府県が主体となる訓練の企画、実施及び評価までの訓

練全般における基本的な指針となる「原子力防災訓練の企画、実施及び評価のためのガイダンス」

を策定した。

図表３－３－１ 平成 年度における各地域での地方公共団体による原子力防災訓練の実施状況

出典：内閣府資料

（２）地方公共団体や実動組織等の職員への研修の実施

内閣府では、地方公共団体等の防災業務関係者に原子力災害対策指針の防護措置の考え方につい

て理解してもらうとともに、原子力災害時の対応力の向上を目的として、バス等運転業務者研修、

原子力防災基礎研修、原子力災害対策要員研修及び原子力災害対策本部図上演習を実施した。

地域 訓練名 日時

泊 北海道原子力防災訓練 平成 年 月 日

東通 青森県原子力防災訓練 平成 年 月 日

女川 宮城県原子力防災訓練 平成 年 月 日

福島 福島県原子力防災訓練 平成 年 月 日

志賀
石川県原子力防災訓練

富山県原子力防災訓練
平成 年 月 日

福井

①京都府原子力防災訓練

②滋賀県原子力防災訓練

③岐阜県原子力防災訓練

①平成 年 月 日

②平成 年 月 日

③平成 年 月 日

浜岡 静岡県原子力防災訓練 平成 年 月 日

島根
島根県原子力防災訓練

鳥取県原子力防災訓練
平成 年 月 日

伊方
愛媛県原子力防災訓練

山口県原子力防災訓練
平成 年 月 日

玄海

佐賀県原子力防災訓練

長崎県原子力防災訓練

福岡県原子力防災訓練

平成 年 月 日

川内 鹿児島県原子力防災訓練 平成 年 月 日

出典：内閣府資料

（2）地方公共団体や実動組織等の職員への研修の実施
内閣府では、地方公共団体等の防災業務関係者に原子力災害対策指針の防護措置の考え方について
理解してもらうとともに、原子力災害時の対応力の向上を目的として、防災業務関係者研修、原子力
防災基礎研修、原子力災害対策要員研修及び原子力災害対策本部図上演習を実施した。

①防災業務関係者研修
防災業務関係者研修は、原子力災害時に住民防護活動を行う民間事業者等の職員を対象とし、放射
線防護のために必要な基礎知識、住民防護の基本的考え方及び住民防護活動の流れ等を習得すること
を目的として実施している。平成29年度においては、33回開催した。主な研修内容は、以下のとお
りである。
・放射線の基礎知識
・放射線測定器の取扱い、防護服等の脱着方法
・原子力災害対策指針に基づく住民防護の基本的な考え方　等

②原子力防災基礎研修
原子力防災基礎研修は、原子力災害に対応する地方公共団体等の災害対策要員を対象とし、放射線
防護のために必要な基礎知識を習得することを目的として実施している。平成29年度においては、
45回開催した。主な研修内容は、以下のとおりである。
・放射線の基礎知識
・放射線測定器の取扱い、防護服等の脱着方法　等

③原子力災害対策要員研修
原子力災害対策要員研修は、原子力災害に対応する地方公共団体等の災害対策要員を対象とし、原
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子力防災に関する法令、原子力災害対策指針、東京電力福島原子力発電所事故から得られた教訓を踏
まえた原子力防災に関する基礎知識を修得することを目的として実施している。平成29年度におい
ては、36回開催した。主な研修内容は、以下のとおりである。
・原子力防災関連法令
・原子力災害対策指針に基づいた放射線防護の基本的な考え方
・東京電力福島原子力発電所事故の教訓　等

④原子力災害対策本部図上演習
原子力災害対策本部図上演習は、原子力災害に対応する地方公共団体等の災害対策要員を対象と

し、緊急時の災害対応能力を習得すること、また、地方公共団体が策定する地域防災計画及び避難計
画の検証及び改善を図ることを目的としている。平成29年度においては、10回開催した。主な研修
内容は、以下のとおりである。
・緊急事態応急対策拠点施設における活動（座学・実習）
・機能班別課題演習
・シナリオに基づいた図上演習　等

講義の様子 実習の様子

（放射線の基礎知識） （防護服等の脱着方法） 
講義の様子 実習の様子

（放射線の基礎知識） （防護服等の脱着方法） 

講義の様子
（放射線の基礎知識）

実習の様子
（防護服等の脱着方法）

3－4　国際的な連携強化
オフサイトの原子力防災に関しては、国際原子力機関（IAEA）等の国際機関や諸外国において

も様々な取組が行われており、我が国の原子力防災の水準の向上のためにも、その先進的な知見を取
り入れて行くことが必要である。
このため、各国の原子力防災を担当する部局と連携体制を強化して定期的な意見交換を行うととも

に、多国間訓練に参加する等により、原子力防災に関する国際的な知見・経験の共有等を推進するこ
とや、オフサイトの原子力防災に関するIAEAの基準等や主要な原子力発電利用国の制度・運用の
調査等を行った。

（1）原子力防災体制に係る協力
①　米国との協力
平成24年に設置された「民生用原子力協力に関する日米二国間委員会」の下に設置された、「緊急

事態管理ワーキンググループ（EMWG：Emergency Management Working Group）」の枠組みに基づ
き、米国エネルギー省（DOE：Department of Energy）や米国連邦緊急事態管理庁（FEMA：
Federal Emergency Management Agency）、米国原子力規制委員会（NRC：Nuclear Regulatory 
Commission）等の米国の関係機関と定期的な意見交換や訓練の相互招待を通じて原子力防災体制に係
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る連携を深めている。
具体的には、平成29年度は、本枠組みの下で4回の意見交換と2回の訓練等相互招待を行い、我

が国の東京電力福島第一原子力発電所事故等、日米の過去の原子力災害経験や教訓、原子力防災組織
体制、人材育成・研修等について意見交換を行った。まず平成29年5月に米国カリフォルニア州で
開催された緊急時における防護措置の意思決定に関する日米ワークショップに参加し、緊急時の対応
体制に関する意見交換を行った。また、平成30年2月に米国ネバダ州で掲載された航空機モニタリ
ングシステムに関する日米ワークショップに参加し、航空機モニタリングシステムの運用に関する意
見交換を行った。
また、平成29年9月には、九州電力株式会社玄海原子力発電所（以下、「九州電力玄海原子力発電

所」という。）を対象とし、原子力災害の対応体制を検証することを目的として行った原子力総合防
災訓練に米国関係者を招待し、訓練視察及び意見交換を行った。
また、日米間の国際協力強化を目的に、同年5月には、伊藤内閣府副大臣がFEMA、NRC及び

DOEを訪問し、原子力災害時の各省庁・自治体等の役割分担や、住民・意思決定者への情報提供の
方法等について意見交換を行った。

航空機モニタリングの視察

② その他国際協力

その他ＩＡＥＡや経済協力開発機構原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）等の国際機関や英国、仏国、

中国、韓国、台湾等についても、意見交換や訓練視察の相互招待を行ってきた。

平成 年９月に日本の九州電力玄海原子力発電所を対象とし、原子力災害の対応体制を検証する

ことを目的として行った原子力総合防災訓練では、国際機関や諸外国の原子力防災関係機関から

名の視察者を受け入れた。本視察団は、事前説明会や意見交換会を含み３日間にわたり現地に滞在

し、住民避難の様子や原子力緊急事態宣言を行う様子を視察した。

（２）国際基準の調査等

オフサイトの原子力防災に関するＩＡＥＡの基準等や主要な原子力発電利用国の制度・運用の調

査等を実施するため、平成 年 月に新設された、定期的に開催されるＩＡＥＡの原子力防災に

係る基準委員会（ＥＰＲｅＳＣ： ）に

出席（第４回会合：平成 年６月６日－８日、第 回会合：平成 年 月７日－９日）し、ＩＡ

ＥＡ及びその加盟国の有識者との議論に参加した。

航空機モニタリングの視察

②　その他国際協力
その他IAEAや経済協力開発機構原子力機関（OECD／NEA）等の国際機関や英国、仏国、

中国、韓国、台湾等についても、意見交換や訓練視察の相互招待を行ってきた。
平成29年9月に日本の九州電力玄海原子力発電所を対象とし、原子力災害の対応体制を検証する

ことを目的として行った原子力総合防災訓練では、国際機関や諸外国の原子力防災関係機関から17
名の視察者を受け入れた。本視察団は、事前説明会や意見交換会を含み3日間にわたり現地に滞在
し、住民避難の様子や原子力緊急事態宣言を行う様子を視察した。

（2）国際基準の調査等
オフサイトの原子力防災に関するIAEAの基準等や主要な原子力発電利用国の制度・運用の調査

等を実施するため、平成27年12月に新設された、定期的に開催されるIAEAの原子力防災に係る
基準委員会（EPReSC：Emergency Preparedness and Response Standards Committee）に出席
（第4回会合：平成29年6月6日－8日、第5回会合：同年11月7日－9日）し、IAEA及びそ
の加盟国の有識者との議論に参加した。
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第4節	 平成29年度原子力総合防災訓練

4－1　実施概要
（1）位置付け及び目的

原子力総合防災訓練は、原子力災害発生時の対応体制を検証することを目的として、原子力災害対策
特別措置法に基づき、原子力緊急事態を想定して、国、地方公共団体、原子力事業者等が合同で実施
する訓練であり、平成29年度原子力総合防災訓練は玄海地域を対象として以下を目的として実施した。

（参照：http://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/kunren/h29sg.html）
・国、地方公共団体及び原子力事業者における防災体制や関係機関における協力体制の実効性の確認
・原子力緊急事態における中央と現地の体制やマニュアルに定められた手順の確認
・「玄海地域の緊急時対応」に基づく避難計画の検証（図表4-1-1）
・訓練結果を踏まえた教訓事項の抽出、緊急時対応等の改善
・原子力災害対策に係る要員の技能の習熟及び原子力防災に関する住民理解の促進
図表4-1-1 玄海地域の原子力災害対策重点区域

糸島市

壱岐市

松浦市
伊万里市

平戸市

唐津市

げんかいちょう

からつし

いとしまし

いまりし

まつうらし

ひらどし

いきし

玄海町

させぼし
佐世保市

※PAZ（予防的防護措置を準備する区域）：Precautionary  Action Zone
※UPZ（緊急時防護措置を準備する区域）：Urgent Protective Action Planning Zone

九州電力（株）
玄海原子力発電所

出典：内閣府資料

（2）実施時期及び対象となる発電所
玄海原子力発電所を対象として、平成29年9月3日、4日に実施した。

（3）参加機関等
（参加機関数：367機関、住民を含む参加人数：約7,000人）
・政府機関：内閣官房、内閣府、原子力規制委員会ほか関係省庁
・地方公共団体：佐賀県、長崎県、福岡県、玄海町、唐津市、UPZ内6市ほか関係市町
・事業者：九州電力株式会社
・関係機関：量子科学技術研究開発機構、日本原子力研究開発機構　等

（4）事故想定
佐賀県北部を震源とする地震が発生し、その後、原子炉冷却材漏えい、原子炉への注水機能喪失に
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より全面緊急事態に至り、放射性物質が放出される事象を想定した。

（5）訓練内容
本訓練は「玄海地域の緊急時対応」に基づく避難計画の実効性を更に向上させることを狙いとし

て、地震、波浪及び原子力災害の複合災害を想定し、これらの事態の進展に応じた住民避難等に係る
意思決定や実動の訓練を実施した。

4－2　訓練実績の概要
（1）迅速な初動体制の確立訓練

地震発生に伴い、国、地方公共団体及び原子力事業者において、それぞれの活動拠点における初動
体制の確立に向け、要員を参集させ、自然災害及び発電所の状況等について情報収集を行った。ま
た、TV会議システム等を活用して関係機関相互の連絡体制を強化し、事態の進展に備えた。

・政府機関：内閣官房、内閣府、原子力規制委員会ほか関係省庁

・地方公共団体：佐賀県、長崎県、福岡県、玄海町、唐津市、ＵＰＺ内６市ほか関係市町

・事業者：九州電力株式会社

・関係機関：量子科学技術研究開発機構、日本原子力研究開発機構 等

（４）事故想定

佐賀県北部を震源とする地震が発生し、その後、原子炉冷却材漏えい、原子炉への注水機能喪失

により全面緊急事態に至り、放射性物質が放出される事象を想定した。

（５）訓練内容

本訓練は「玄海地域の緊急時対応」に基づく避難計画の実効性を更に向上させることを狙いとし

て、地震、波浪及び原子力災害の複合災害を想定し、これらの事態の進展に応じた住民避難等に係

る意思決定や実動の訓練を実施した。

４－２ 訓練実績の概要

（１）迅速な初動体制の確立訓練

地震発生に伴い、国、地方公共団体及び原子力事業者において、それぞれの活動拠点における初

動体制の確立に向け、要員を参集させ、自然災害及び発電所の状況等について情報収集を行った。

また、ＴＶ会議システム等を活用して関係機関相互の連絡体制を強化し、事態の進展に備えた。

参集した要員による情報収集活動

（オフサイトセンター）

（２）中央と現地組織の連携による防護措置の実施方針等に係る意思決定訓練

事態の進展に伴い、官邸をはじめとする各拠点が連携して、住民避難等の防護措置を立案して意

思決定を行った。全面緊急事態の発生を受けて「原子力緊急事態宣言」が行われるとともに、「原子

力災害対策本部会議」を開催して、住民避難等の防護措置に関する取組等について確認し、政府の

緊急事態応急対策に関する基本方針を決定した※。

参集した要員による情報収集活動
（オフサイトセンター）

（2）中央と現地組織の連携による防護措置の実施方針等に係る意思決定訓練
事態の進展に伴い、官邸をはじめとする各拠点が連携して、住民避難等の防護措置を立案して意思

決定を行った。全面緊急事態の発生を受けて「原子力緊急事態宣言」が行われるとともに、「原子力
災害対策本部会議」を開催して、住民避難等の防護措置に関する取組等について確認し、政府の緊急
事態応急対策に関する基本方針を決定した。

「原子力緊急事態宣言」時の様子
（原子力規制庁緊急時対応センター）

注） 北朝鮮に係る事態への対応を優先するため、平成29年度の官邸での訓練は一部場所と参加者を変更し実施され
た。官邸において実施予定であった「原子力緊急事態宣言」及び「原子力災害対策本部会議」は、原子力規制
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庁緊急時対応センターにて行われ、安倍内閣総理大臣の代役を中川内閣府特命担当大臣（原子力防災）が務め
た。

（3）住民避難等の実動訓練
施設敷地緊急事態及び全面緊急事態の発生を受けて、PAZ及びPAZに準じた防護措置を実施す
る地域内の住民について、地震、波浪の状況等を踏まえ、避難先の調整、輸送手段の確保等を行うと
ともに、安定ヨウ素剤の服用を行った上で避難、波浪により海路避難ができない場合の屋内退避等を
実施した。また、放射性物質の放出を想定して、UPZ内住民の屋内退避を実施するとともに、その
後の安定ヨウ素剤の緊急配布、一時移転、避難退域時検査等を実施した。各避難等については、陸上
自衛隊及び福岡県警のヘリコプター映像伝送装置等を活用して実施状況を把握した。

「原子力緊急事態宣言」の様子

（原子力規制庁緊急時対応センター）

※北朝鮮に係る事態への対応を優先するため、平成 年度の官邸での訓練は一部場所と参加者を変更し実施され

た。官邸において実施予定であった「原子力緊急事態宣言」及び「原子力災害対策本部会議」は、原子力規制庁

緊急時対応センターにて行われ、安倍内閣総理大臣の代役を中川内閣特命担当大臣（原子力防災担当）が務め

た。

（３）住民避難等の実動訓練

施設敷地緊急事態及び全面緊急事態の発生を受けて、 及び に準じた防護措置を実施する

地域内の住民について、地震、波浪の状況等を踏まえ、避難先の調整、輸送手段の確保等を行うと

ともに、安定ヨウ素剤の服用を行った上で避難、波浪により海路避難ができない場合の屋内退避等

を実施した。また、放射性物質の放出を想定して、ＵＰＺ内住民の屋内退避を実施するとともに、

その後の安定ヨウ素剤の緊急配布、一時移転、避難退域時検査等を実施した。各避難等については、

陸上自衛隊及び福岡県警のヘリコプター映像伝送装置等を活用して実施状況を把握した。

海路による避難訓練の様子（唐津市）

安定ヨウ素剤の配布（佐世保市）

海路による避難訓練の様子（唐津市）

「原子力緊急事態宣言」の様子

（原子力規制庁緊急時対応センター）

※北朝鮮に係る事態への対応を優先するため、平成 年度の官邸での訓練は一部場所と参加者を変更し実施され

た。官邸において実施予定であった「原子力緊急事態宣言」及び「原子力災害対策本部会議」は、原子力規制庁

緊急時対応センターにて行われ、安倍内閣総理大臣の代役を中川内閣特命担当大臣（原子力防災担当）が務め

た。

（３）住民避難等の実動訓練

施設敷地緊急事態及び全面緊急事態の発生を受けて、 及び に準じた防護措置を実施する

地域内の住民について、地震、波浪の状況等を踏まえ、避難先の調整、輸送手段の確保等を行うと

ともに、安定ヨウ素剤の服用を行った上で避難、波浪により海路避難ができない場合の屋内退避等

を実施した。また、放射性物質の放出を想定して、ＵＰＺ内住民の屋内退避を実施するとともに、

その後の安定ヨウ素剤の緊急配布、一時移転、避難退域時検査等を実施した。各避難等については、

陸上自衛隊及び福岡県警のヘリコプター映像伝送装置等を活用して実施状況を把握した。

海路による避難訓練の様子（唐津市）

安定ヨウ素剤の配布（佐世保市）安定ヨウ素剤の配布（佐世保市）

4－3　訓練後の取組
平成29年度原子力総合防災訓練後、専門家の意見や訓練に参加した住民等のアンケート結果等か
ら改善点を抽出し、平成30年3月に「平成29年度原子力総合防災訓練実施成果報告書」をとりまと
めた。（参照：http://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/kunren/h29sg.html）今後、本実施成果
報告書にとりまとめられる訓練の教訓事項やその対応方針を踏まえ、玄海地域原子力防災協議会での
検討を通じて「玄海地域の緊急時対応」や、各種マニュアルの改善等を進めていく。また、原子力総
合防災訓練についても、訓練の実施方法やメニューの更なる充実化を図り、より実践的な訓練となる
よう絶えず不断の見直しを進めていく。
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